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1953年、日本テレビは、民放として初めて放送事業を開始しま
した。2003年度は開局50年を迎えるとともに、地上デジタル放送の
開始、汐留新社屋での放送事業の本格的なスタートなど、大きな変革

の年であり、新たなスタートの年となりました。

こうした躍進を支える日本テレビの戦略面での強みを、4チャン
ネルにちなんで4つの側面から紹介させていただきます。

Invaluable Human Resources

see page 05
人材価

値

戦略執行能力

Bold Strategy Execution
see page 06

会社概要（2004年7月1日現在）

商号： 日本テレビ放送網株式会社
〒105-7444 東京都港区東新橋1-6-1
Tel：03-6215-1111

設立登記： 1952年10月28日

放送開始： 1953年8月28日

社員数： 1,304人

株式の状況
発行する株式の総数： 50,000,000株
発行済株式総数： 25,364,548株
資本金： 185億7,599万7,144円

株式上場： 東京証券取引所 市場第一部（銘柄コード 9404）

名義書換代理人： 中央三井信託銀行株式会社
〒105-0014　東京都港区芝3-33-1

見通しに関する注意事項

このアニュアルレポートに掲載されている記述には、当社および関係会社の将来についての記述が含まれています。これらの記
述は過去の事実ではなく、当社が現時点で把握可能な情報から判断した前提・見通し・計画に基づく予測が含まれています。
そのため、当社を取り巻く経済情勢、市場の動向、為替の変動等に関わるリスクや不確定要因により、実際の業績が記載の
予想数値と異なる可能性があることをご承知おきください。
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取締役および監査役（2004年7月1日現在）

代表取締役 会長 氏家 齊一郎

代表取締役 社長 間部 耕　

代表取締役 副社長 萩原 敏雄

取締役 業務監査・報酬委員長 原 章
取締役 専務執行役員 細川 知正
取締役 常務執行役員 久保 伸太郎
取締役 常務執行役員 舛方 勝宏
取締役 執行役員 山根 義紘
取締役 執行役員 島田 洋一
取締役 執行役員 黒崎 忠男
取締役 正力 亨
取締役 渡　 恒雄
取締役 平岩 外四
取締役 山口 信夫

常勤監査役 横江川 欣也
監査役 瀬島 龍三
監査役 土井 共成
監査役 水上 健也
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株主の皆さまへ

代表取締役　会長
氏家 齊一郎

2003年度の業績について

2003年度は、連結売上高が前期比2.4%減の3,283億円となり、営業利益が前期比24.2%減の359

億円、当期純利益が前期比4.6%減の193億円と減収減益となりました。この主な要因は広告収入が

減少した一方、本社移転関連の費用と減価償却費が大幅に増加したことによるものです。

上半期には、イラク戦争やSARSなどの問題があり、企業の広告出稿が抑制されました。

下半期は日本経済に回復の徴候が見られ、さらに2003年12月から開始した地上デジタル

放送にともなって、デジタル家電関連の広告出稿が増加しましたが、全般的な需要

増加には至りませんでした。

一方で当社は、開局50年の節目の年に10年連続の年間視聴率四冠王を達成

することができました。また、麹町から汐留に本社を移転し、当社の今後数十年

の礎となる最新鋭デジタル機能を完備いたしました。

変化に対応する事業基盤の構築

2003年度は、広告の本格的な回復を実感するまでには至りませんでした。

こうした中、今後日本テレビは広告主のニーズに的確に対応できる営業方法

として、「提案型営業」を推進すべく、組織改革などを実施しました。

収益的には新社屋への移転で一時費用と減価償却費が増大したことが2003

年度の減益の最も大きい要因であり、残念ながら減価償却のピークが訪れる

2004年度も、現時点で大幅な減益を予想しています。しかし、新しい時代に適応

したサービス体制を構築する努力を続けることで、厳しい環境の変化を追い風に

変えていく所存です。
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連結財務ハイライト
日本テレビ放送網株式会社及び連結子会社
2002年及び2003年事業年度

単位：百万円（1株当たり情報、指標を除く）

2002年度 2003年度

事業年度：
売上高 ¥336,299 ¥328,374
売上原価 215,180 217,844
営業利益 47,406 35,937
当期純利益 20,295 19,359
事業年度末：
総資産 ¥476,634 ¥513,429
株主資本 327,116 354,046
1株当たり情報（円）:
当期純利益 ¥  801.99 ¥ 771.74
配当金*1 120.00 120.00
指標（%）：
営業利益率 14.1 10.9
ROA*2 4.4 3.9
ROE *3 6.2 5.7
配当性向 15.4 18.6
注： *1 2002年度は会社設立50周年記念配当70円を、2003年度は新本社移転記念配当70円をそれぞれ含む

*2 当期純利益/（期首総資産＋期末総資産）÷2×100で算出
*3 当期純利益 /（期首株主資本＋期末株主資本）÷2×100で算出

Annual Report 2004 ✹
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収益向上戦略

2003年度は、本社の移転という中期的な設備費用の増加をともなう大きな投資を行いました。今後はそれに

よって、収益という果実を獲得しなければなりません。そのための戦略として、「強い番組」作り、そして「営業力」

の強化を実施しています。

はじめに「強い番組」作りですが、私たちのコアビジネスは番組制作です。当社が最大効率を達成するためには、

強い商品である「強い番組」作りを行うしかありません。また、さまざまなクライアントや視聴者に支持される

バランスの取れた番組編成が、その価値をさらに高めるのです。

次に「営業力」の強化ですが、積極的な「提案型営業」の推進を目指しています。クライアントは広告宣伝戦略に

きめ細かなマーケティング手法に基づいた、質の高い効率性を求めています。今後の営業は、こうしたクライア

ントのきめ細かなニーズを的確に捉え、それに応えるべく具体的な提案をしていくことが重要だと考えます。

例えば当社では2004年4月と7月に、本編とコマーシャルがシームレスになった形の実験ドラマ「東京ワン

ダーホテル」を放送し、各方面から高い評価をいただきました。このような試みも、次世代に向けた提案型営業

だと考えます。今後は、クライアントのニーズと日本テレビのコンテンツ力を効果的に結びつけ、他局との差別化

を図りながら、ブランドイメージも向上させたいと考えています。

人材こそ日本テレビの力

今申し上げたことを実行するには、優秀な人材の確保とモチベーションの向上が最も重要です。そのために、

社員教育の充実と仕事の成果が報酬に正しく反映される評価制度の整備を行っています。

また女性執行役員をはじめ管理職に、女性社員の登用を積極的に行っています。視聴者の半分が女性であるこ

とを考え、一層女性にやさしいテレビ局を目指して、女性の管理職比率をどんどん高めたいと考えています。

そして、なんといっても番組のクリエイターこそが当社の宝です。質の高い番組を制

作し、質の高いクリエイターをこれからも輩出し続けることが、当社の永続的な発展の

最大の条件といえます。

そのためには、既にいる優秀な社員に過度に依存することなく、いかに若手社員を育成、抜擢していくかが、

当社の将来のカギを握っていると考えています。

Annual Report 2004 ✹
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1Invaluable Human
Resources

～視聴率の高さとクリエイターの優秀性～

放送業界にとって最も重要なものは、優れたコンテンツ制作力といえま

す。2003年、日本テレビは10年連続年間視聴率四冠王を達成いたしました。
これは視聴者および広告主を引きつけることのできるクリエイターを多く

抱えていることを物語っています。日本テレビでは「最強・最良のコンテン

ツ制作集団」を目指しており、これからも高視聴率確保の努力と若手クリエ

イターの育成を進め、質の高い番組を制作していきます。

人材価値

年間平均視聴率の推移 （単位：％）

* 視聴率の詳細につきましては、P.17を参照ください。
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番組制作費の推移（単体有価証券報告書ベース） （単位：百万円）

2Bold Strategy
Execution

～番組編成の強み～

番組制作費については、費用を一律に削減することによって番組の質を

落とすことは避けるべきと考えていますが、制作費を効率的に投下する

方針は今後も継続していきます。

2004年4月の番組改編では「視聴率アップにつながる編成」「営業収益
アップにつながる編成」「日本テレビのイメージアップにつながる編成」を

意識しました。また、若手クリエイターのチャレンジ枠の設置や単発番組の

積極編成に取り組み、より多くの視聴者に受け入れられやすい編成としま

した。

戦略執行能力
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100,000

120,000

99 00 01 02 03

102,735
108,313 110,907 112,362 110,166

（年度）
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番組編成戦略

当社は既に業界最高の番組制作能力を自負しており、そのことは10年連続年間視聴率四冠王という実績に

表れています。しかし、さらに収益を向上させるためには、番組編成のさまざまな面で、よりきめ細かな戦略が

必要になります。

例えば、視聴率があまり高くない時間帯をどうするのか、営業収入をどのように向上させるのか、番組制作費

をいかに効率的に運用するのかなどの課題があります。

汐留の新社屋移転を契機に、2004年4月には大幅な番組改編を行い、このような問題

の解消に努めています。タイムテーブルの「体質改善」をテーマとし、課題を抱えた時間

帯の視聴率アップ、クライアントに対する訴求力のアップを実現し、収益の増加を目指

しています。

コスト意識の向上

番組制作費のコントロールについては、番組プロデューサーのコスト管理が重要な役割を持っています。当社

では、現場レベルで必要なコストと不必要なコストをきちんと見分ける「コスト意識」を持たせ、それを実践させる

よう、徹底的な指導を行っています。引き続きコストコントロールの努力を制作現場から徹底していくために、

重要セクションに管理責任者を新たに配置しました。

コストコントロールとは単なるコストの削減を目指すものではありません。日本テレビでは以前から特に

制作費において、「必要なものには十分な費用を投下し、クオリティの高い番組制作を行う。一方で、深夜帯など

時間枠を考慮し低コスト番組を制作するなど、メリハリのある制作費の配分で効率化を図る」という考え方を

打ち出しています。なお制作費の中に戦略費を設け、必要なものに臨機応変に対応できる体制も整えています。

Annual Report 2004 ✹
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デジタル時代の新メディア

携帯端末向けの1セグメント放送は、現在私たちがもっとも期待している新しい市場です。既に圧縮方式も

決まり、2005年度中には、デジタルテレビを搭載した携帯電話が市場に登場する見通しです。1セグメント放送

のゴールデンタイムは、朝の通勤時間と昼休みといわれています。アンケート調査によりますと、テレビ付携帯

端末の出現で、テレビの視聴時間はおよそ1時間延びるといわれています。また、携帯電話の通信機能を利用して、

番組の中の音楽、グルメ情報、ファッション情報などのサイトを楽しんでいただくことによって、有料のビジネス

を展開できる可能性があります。

さらに、当社がネットワークをあげて取り組んでいるのが地域情報サービスです。家庭にいながら、簡単な

リモコン操作で地域のさまざまな情報を得たり、公共施設の予約をしたり、図書館の貸し出し手続きなどができ

れば、私たちの生活は大変便利になります。2003年度に、岐阜市および松下電器産業株式会社と連携して行った

実験は、これが技術的に十分実現可能であることを証明しました。

地上デジタル放送で優位性を発揮

新しいデジタルメディアへの対応力では、当社は一歩先んじています。

例えば、地上デジタル放送の最大の特徴である「高画質・高音質」のHD（High Definition）放送は見事に開花

し、既にスタンダードになりつつあります。当社は汐留移転によって、HD制作の番組をそのままHD放送する

いわゆるピュアHD比率が60%を超えました。これは民放の中では最高の数字です。また地上デジタル放送の

第2の特徴であるデータ放送では、ニュースや天気予報だけでなく、「箱根駅伝」や野球中継でその内容にリンク

した番組連動データ放送を行っています。またデータ放送を使った番組の詳細情報は、視聴者・クライアント

双方から高い評価を受けています。

これらの実績には、汐留新社屋の最新鋭デジタル放送設備が大きく貢献しています。

新社屋は、高画質、多チャンネル、双方向サービス、高音質のマルチサラウンドといった

デジタル放送の機能を完備し、あらゆる映像・音声メディアに対応できる設備を有して

います。地上デジタル放送だけでなく、今後次々に登場する多種多様なメディアや通信手段を効果的に取り込

むことによって、当社の優位性はますます鮮明になります。

ただし、良い番組作りなしに、デジタルテレビの普及を加速させることはできません。「最強・最良のコンテン

ツ制作集団」を目指している当社は、HD化によってさらに一歩前を進んでいます。

Annual Report 2004 ✹
Nippon Television Network Corporation



9

3Insightful
Management

～多メディア時代への対応と設備投資の前倒し～

日本テレビでは、これまで培った優良なコンテンツ制作力を武器に、BS・

CS放送はもちろんのこと、あらゆるメディアにマルチユースすることを
多メディア時代の対応方針としています。

また、汐留本社ビル「日テレタワー」はいわばデジタル番組制作のための

工場であり、このビル自体が多メディア時代の波の中での積極的かつ効率的

な設備投資といえるものです。

付加価値経営

設備投資額と減価償却費予想（単体ベース） （単位：億円）
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4Decisive
Investment

～イベント・コンテンツ部門への積極展開～

放送外収入といっても、その源はやはりコンテンツであると考えます。

当社は、自社制作、他社との提携、出資・購入などにより得た、バラエティー

に富んだコンテンツをバランスよくマルチユース展開しています。またこれ

ら多くのコンテンツをグループ企業を含めた制作、流通、販売網に乗せてい

くノウハウを持っています。スタジオジブリとの連携は、日本テレビとの長

年の良好な関係が事業に結びついた好例といえ、多くのファンが待ち望ん

でいた映画「ハウルの動く城」は2004年11月に公開される予定です。

事業拡大

文化事業セグメントの売上高、営業利益の推移
（連結ベース） （単位：百万円）
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42,835
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51,452
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* セグメント間の売上を含んだ数字となっています。
* 2003年度にセグメント事業区分の変更があり、2002年度分より適用しています。
  詳細はP.46を参照ください。
* イベント・コンテンツ部門の収支は文化事業セグメントに含まれます。

■  売上高    ■  営業利益

（年度）
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放送外収入の拡大

日本テレビの最大の強みはゆるぎないコンテンツ制作力ですが、番組の放送以外にもそのコンテンツ自体の価値

をさまざまな形で活かすのが、放送外事業です。当社のコンテンツ制作力は放送以外の分野でも発揮されています。

当社が保有するコンテンツは、国内外に向けた番組販売やビデオ・DVD化はもちろん、

関連グッズや出版などでもマルチユース展開しています。

また、以前から映画事業ビジネスの積極展開を図っており、スタジオジブリの「千

と千尋の神隠し」に代表される多くの大ヒットアニメ映画への出資も行っています。

また現在は自社の制作力を活かし、日本テレビが企画制作の中心となる映画の制作も

進めているところです。

コンテンツのマルチユースの例としては、「アンパンマン」「ルパン三世」などの人気キャラクターグッズなど

の積極展開や子会社の（株）フォアキャスト・コミュニケーションズによる携帯電話向け有料配信ビジネスの展開、

多くの方々に支持されている「伊東家の食卓」「笑点」関連グッズの商品化などがあげられます。また、「おもいッきり

テレビ」「3分クッキング」「行列のできる法律相談所」といった番組に連動させた出版物の刊行もしており、中でも

「3分クッキング」は、隔月刊から月刊にしたことで、より好調な売れ行きとなっています。

多彩な活動によるブランド力の向上

日本テレビは、多くのイベント事業も行っています。イベント事業は、当社が直接社会との関わりを深める

領域であり、当社のブランド力向上に貢献しています。

例えば、海外の美術館に所蔵されている作品の展覧会を毎年1～2回開催し、在京民放各局の追随を許さない

主催者としての、ノウハウ、パワーがあります。2003年度は、開局50年を記念した事業として「ミレー3大名画展」

と「パリ マルモッタン美術館展」を開催し、東京での入場者数はそれぞれ40万人、28万人を記録するなど、多く

の絵画ファンを魅了しました。

また、ミュージカル「アニー」、「ディズニー・オン・アイス」の両イベントは2005年には20周年を迎える長寿

イベントとなっており、ファミリー層向けとして定着しています。他にも毎年開催しているスノーボードの国際

大会「X-TRAIL JAM イン 東京ドーム」は、新たなファン層の拡大に成功し、若者達の人気イベントに成長して

います。

Annual Report 2004 ✹
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競争の時代に危機感を持って

当社は10年連続年間視聴率四冠王という実績が示すとおり、番組編成の強みに関してこれまで圧倒的な存在

でしたが、最近は各局が追い上げてきています。視聴率は収入に直結する部分があるため、危機感を持ってより

多くの人に見ていただける良質な番組作りに取り組んでいます。

また、昨年発覚した当社元社員による視聴率不正操作は、当社の社会的な信用を大きく傷つけるとともに、

これまでの事業への取り組み姿勢に根本的な改革の必要性を痛感させられることになりました。皆さまに対し

多大なご迷惑をおかけしたことをお詫びすると同時に、二度と不正を起こさない、健全性と競争力とを兼ね備え

た企業を目指すという強い決意で臨んでいます。

日本テレビではコンプライアンスを強化すべく、2003年12月にコンプライアンス委員会を立ち上げました。

この委員会の指針のもとで不正行為再発防止の施策を行い、2004年7月1日に「日本テレビ・コンプライアンス

憲章」を制定しました。（詳細については、P.14のコンプライアンス・システムをご参照ください）

またこれまで国内のテレビ放送業界においては、視聴率がただひとつの評価基準でしたが、良質な番組、視聴者

に支持される番組のあり方を見直すという視点から、日本テレビ独自に自社番組の「視聴質」について新たな

提言を行いました。これは今後、番組作りおよび営業ツールのひとつとしても役立てていく方針です。

なお人事制度改革として、2003年8月に他局に先駆けて、年齢に基づく定期昇給制度を廃止し、完全成果主義

による賃金制度を導入しました。このような制度改革により、当社社員のモチベーションとスキルの向上を

図り、中期的に経営基盤をより強固にしたいと考えています。

また、企業年金制度の改革にも着手しています。従来の確定給付型年金である適格年金制度を廃止し、2004年

11月1日付で確定拠出型年金、いわゆる日本版401kの導入となりました。

Annual Report 2004 ✹
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NTV—
A Tradition of

Excellence

汐留発の新しい時代

広告業界の長引く低成長など、当社を取り巻く状況は必ずしも楽観できませんが、汐留本社への移転を第二の

創業と捉え、デジタル時代の放送業界をリードしていく所存です。また、汐留本社は単なるテレビ局の放送発

信基地ではなく、さまざまなイベントを行うことで集客力を高め、この利点を十分に活かして営業力の強化、

ブランド力の強化を推し進めていきたいと考えています。

汐留本社への投資は莫大な金額であり、今後数年間は大きな減価償却費の負担がありますが、この資産こそが、

長期にわたる将来において、当社をさらに大きな成功へと導いてくれるものと確信しています。デジタル技術の

発展によってメディアが多様化すればするほど、当社の優位性は鮮明になります。この変化の波に対応するため、

当社はこれからも番組編成力の強み、優秀な人材の輩出、視聴者にとって満足度の高いコンテンツの追求を続け

ていきます。

代表取締役　会長

氏家 齊一郎

Annual Report 2004 ✹
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1. コーポレート・ガバナンス・システム

日本テレビでは、安定した長期的な企業価値の向上と、社会への貢献度をより高めてい

くことが株主価値の増大につながるものと認識し、経営環境の変化に対応する迅速な

意思決定と業務執行を実現すべく、より一層のコーポレート・ガバナンスの充実に努め

ています。

監査役会においても、取締役会からの独立性を高

め、業務執行に対する監督機能を強化するため、監査

役4名のうち3名を「株式会社の監査等に関する商法

の特例に関する法律第18条第1項」に定める社外監

査役としています。

このような枠組みを通じて、コーポレート・ガバナ

ンスをさらに確かなものにし、社会からの信頼や支

持を一層強固にしたいと考えています。

当社では、2001年6月28日付で執行役員制を導入

しています。2003年10月に発覚した当社元社員に

よる視聴率不正操作を受けて、現時点ではCEO、EO、

COOが空席になっていますが、経営方針決定および

業務執行は滞りなく行われています。

また取締役会の中に、業務執行全体を監督する機

関として、業務監査委員会を設けています。さらに、

社外からの経営監視を強化するため、取締役全14名

のうち3名を社外取締役としております。

2. コンプライアンス・システム

「日本テレビ・コンプライアンス憲章」を制定し、

2004年7月1日付けで発効しました。これは、全6項

目の基本憲章と7項目24条の行動憲章から構成され、

役員・社員全員が憲章を遵守する旨の誓約書を提出し

宣誓を行うものです。行動、実践に向けた社員研修・

教育のための11項目のセルフチェックシートなどに

よって、常に自らの倫理意識を確認していきます。

当社は、2003年11月の視聴率操作調査委員会の

報告書に則り、再発防止と不正防止への取り組み

を行いました。まず、翌12月に氏家齊一郎代表取締役

会長を委員長とし、弁護士、公認会計士4名の社外

委員をはじめとするコンプライアンス委員会を設置

して次のような施策を具体化しました。

コーポレート・ガバナンス

14 Annual Report 2004 ✹
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また、番組制作現場を中心に、局長級のコンプライ

アンス担当責任者を配置し、社員、番組スタッフなど

へのコンプライアンス意識の徹底を図るとともに、

伝票チェックなどを通じて現場レベルでの厳格な内

部統制を実施しています。

さらに、業務監査委員会の人的体制を一層強化し

た他、「日本テレビ内部監査規定」を制定しました。監

査対象や監査担当者の権限を明確化し、計画的かつ

効果的な監査を実施することによって金銭出納に関

わる不正を防止するとともに、コンプライアンス体

制の充実強化を図ります。

また、これらの規範に反していると思われる、もし

くは反する恐れがあると思われる場合、通常の指揮

命令系統から独立した社内通報制度を機能させて

います。

通報者に対しては公正かつ丁重に対応し、通報者

が違法行為に加担している場合を除き、一切の報復

措置、不利益待遇を施さないことを明記しています。

* 詳細は当社ホームページ「企業情報」内のコンプライアンス憲章（http://www.ntv.co.jp/info/index.html）を
ご覧ください。

日本テレビ・コンプライアンス憲章

基本憲章

✹ 私たちは、国民の共有財産である電波・放送に携わる者として、その誇りと自覚を持ち、
社会の利益のために奉仕する精神を忘れず、文化と福祉の向上に貢献します。

✹ 私たちは、放送人、報道機関の一員として、法令の遵守はもとより、社会的良識に基づい
たより高い倫理観のもと行動し、公正で健全な事業活動を行います。

✹ 私たちは、公正、迅速な真実の報道、心に通う番組、魅力的なイベントや商品を提供し、
視聴者・国民に愛されることを目指します。

✹ 私たちは、正当な競争による広告放送を通じ、視聴者・国民の利益と経済、社会の発展に
寄与します。

✹ 私たちは、基本的人権を尊重し、互いに人間としての尊厳と価値を認めて行動します。

✹ 私たちは、社会の一員としての立場を自覚し、地球環境の保全など、人類共通の課題の
達成に貢献します。

15Annual Report 2004 ✹
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16 THE・サンデー

ナイナイ
サイズ！

汐留スタイル！

ズームイン！！SUPER

SPORTS MAX

午後は○○おもいッきりテレビ

恋のから
騒ぎ

ザ！世界仰天ニュ
ース

速報！歌の大辞テ
ン！！

謎を解け！まさか
のミステリー

アンパンマン©やなせたかし／フレーベル館・
TMS・NTV

ニュースプラス1

タイムテーブルの新陳代謝を活性化

また、タイムテーブルは当社を支えていただいて

いるスポンサーに対するメニューでもあります。

“若い世代への訴求”を求める多くのクライアント

ニーズに対して、いかに応えていくかが今後の重要

テーマのひとつだと考えています。あらゆる世代の、

多くの視聴者に支持されることと同時に、視聴者

ターゲットの若返りも重要なテーマとなります。

日本テレビでは、このようにあらゆるニーズに応

えながら次の10年間も視聴者とクライアントの支持

を得られる努力を続けていきます。

* 4つの時間帯とは、「全日」「プライム」「ゴールデン」「ノンプライム」
を指し、その定義と1994年からのキー局別年間視聴率の推移が右
ページに示されておりますので、ご参照ください。

当社は1994年から2003年まで、連続して4つの時

間帯すべてにおいて年間平均視聴率でNo.1となり、

10年連続の年間視聴率四冠王を達成しました。しかし

ながら、10年連続で年度の視聴率四冠王は達成するこ

とができませんでした。これは、限られたクリエイター

が高視聴率番組を次々と生み出したため、番組改編が

限られてしまい、番組の“新陳代謝”が若干滞ったこと

が原因であると認識しています。2004年4月改編は、

この新陳代謝を再び活発にするため、タイムテーブル

の体質改善を図ることが最大のテーマとなりました。

具体的には、ゴールデンタイム、プライムタイムに

おける視聴率苦戦枠の撤廃と若手育成を最大の目的

としたため、4月編成のプライムタイム新番組の大半

は、新進クリエイターの作品になっています。

視聴率について

Annual Report 2004 ✹
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ド☆レ

コーズ

笑点

エンタの神様

ザ！情報ツウ

真相報道　バンキシャ！

(%)

「全日」
6:00–24:00

時間帯別平均視聴率

時間帯別平均視聴率は、4つに分かれています。6時から24時までの「全日」、19時から23時までの「プライム」、
19時から22時までの「ゴールデン」、そしてプライム以外、すなわち6時から19時と、23時から24時が「ノンプラ
イム」となっています。

(%)

「プライム」
19:00–23:00

18

14

10

6

03 （年） 020100999897969594

(%)

「ゴールデン」
19:00–22:00

18

14

10

6

03 （年） 020100999897969594

(%)

「ノンプライム」
6:00–19:00
23:00–24:00

11

8

5

2

03 （年） 020100999897969594

24

12

618

24

12

618

24

12

618

24

12

618

✹ NTV ✹ A社 ✹ B社 ✹ C社 ✹ D社

12

9

6

3

03 （年） 020100999897969594
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トピックス

デジタル放送開始で広がる可能性

デジタル放送には大きく分けて、衛星デジタル放送

と地上デジタル放送があります。日本テレビでは、

2000年12月に関連会社㈱BS日本によるBSデジタル

放送を、また2002年3月には関連会社㈱シーエス日本

による110度CSデジタル放送を開始し、衛星放送

ビジネスを展開してきました。BSデジタル放送は

地上放送と同様の広告収入による放送で、2004年

7月末現在の普及世帯数は約628万世帯です。一方

CSデジタル放送は有料課金による放送で、2004年

3月にプラットフォーム会社の関連会社㈱プラット・

ワンと㈱スカイパーフェクト・コミュニケーションズ

が合併したことで、今後のさらなる成長が期待されて

います。

これまで衛星放送を中心に展開してきたデジタル

放送ですが、2003年12月から地上デジタル放送が

開始されたことにより、今後さまざまな展開の可能

性が広がっています。その中で現在最も期待されて

いるビジネスは、携帯電話などの移動体向けの放送

です。携帯電話は「いつでも、どこでも」というコン

セプトで、これまでインターネットやメールはもち

ろん、カメラ搭載型など多くのヒット商品が日本市

場に登場してきました。1セグ放送に対応した端末の

小型化、高画質化が進み、さらに割安になれば「番組

もポケットに」という世界が広がることになります。

携帯端末への放送が始まると、今まで視聴が難し

かった時間帯のテレビ視聴が可能になります。例え

ば、朝の通勤時間帯やお昼時など、ちょっとした時間

にテレビを楽しむことができるようになる他、気に

なるスポーツの途中経過や結果をチェックするなど

さまざまな新しい視聴形態が期待できます。また、

「見るだけのテレビ」から、インターネットと連携する

「使うテレビ」へ進化すれば、さまざまな新サービスに

よる新たなビジネス展開が可能になることでしょう。

現在、いくつかの課題は残されていますが、日本テレビ

では2005年度中に携帯端末向けの放送をスタート

すべく事業戦略面での検討を進めています。

オランダで開かれた国際放送展示会（IBC）では、
日本テレビの携帯端末向けサービスが披露された

Annual Report 2004 ✹
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汐留新社屋をイベント活動にも活用

汐留新社屋への移転を機に当社はイベント事務

局を設置し、夏休みや冬休みを中心に汐留エリアで、

日本テレビのイメージアップと視聴者へのサービス

を目的として、さまざまなイベントを繰り広げてい

ます。

2004年夏は、7月17日から8月31日まで「日テレ

ジャンボリー」を開催、番組と連動したイベントを展

開しました。若い視聴者に好評な番組「エンタの神様」

のスペシャルライブステージや人気番組の体験コー

ナー、公開収録などを行い、集まった多くのファンに

楽しんでいただきました。また新社屋内の見学会も

実施し、スタジオではテレビ局の実際の仕事を体験

してもらうなど、日本テレビに興味を持っていただ

くことができました。今後もこのようなイベントを

通じて、汐留エリアの活性化や日テレファンの拡大

にはずみをつけたいと考えています。

最新鋭設備で正確でわかりやすいニュース・報道番組を制作

日本テレビはネットワーク各局と協力してNNN

（Nippon News Network）を構築し、国内外の

ニュースをいち早く、正確に、わかりやすく視聴者に

伝えています。HD制作に対応した最新鋭設備を完備

した汐留新社屋の報道フロアは柱のない大空間で、

各セクション間の動きがスムーズに行える構造が

特徴です。スタジオに隣接するサブコントロール

ルームは地上波用と衛星放送用の2つが並んでおり、

効率よくニュースが送り出されて行きます。

175万人以上を集客した「日テレジャンボリー」

「日テレジャンボリー」での体験コーナー

最新鋭設備を完備した報道フロア

Annual Report 2004 ✹
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富士山をきれいにするプロジェクト

24時間テレビ

日本テレビのサステナビリティー実現に向けた取り組み

3日間集中的に放送しました。同時に汐留本社で国連

「世界環境デー写真展」を開催し、好評を博しました。

2003年3月、当社は「エコ委員会」を設置し、さまざ

まなエコ活動を展開しています。かねてよりCSRすな

わち企業の社会的責任に力を注ぐ伝統があり、今年

27年目を迎えた「24時間テレビ」は、集まった募金で

長年社会に貢献してきた実績があります。2003年

からは、「福祉」の他に「環境」もテーマに加え、企業の

社会的責任を一層強化しました。また2004年6月初

旬には「エコ・ウィークエンド」という特別編成プロ

グラムを実施し、水をテーマにした特別番組の他、

ニュースや情報番組で環境をテーマにした企画を

放送を通じて「環境」と「福祉」に貢献

これまでの実績は以下の通りです。

✹ 募金総額（1978年～2003年）:約224億8,923万円

✹ 国内福祉、贈呈車両合計:7,203台
（リフト付きバス、巡回入浴車、電動車いす、電動四
輪車、スロープ付き軽自動車）

✹ 国内災害緊急援助総額:約6億512万円
（1991年雲仙普賢岳災害、1995年阪神淡路大震災
など）

✹ 海外災害特別援助総額:約1億5,075万円
（1998年トルコ大震災、2001年米国同時多発テロ
災害など）

社会貢献活動

日本テレビの開局25年を機に1978年から開始し

た「24時間テレビ」は、2004年8月の放送で27回目を

迎えました。視聴者の皆様から寄せられる募金と、番

組の趣旨に賛同される企業、そして国内最大のネッ

トワークを誇る日本テレビ系列各社の協力を得て新

しい四半世紀に入っています。2002年の25回まで

に、「在宅で寝たきりのお年寄りのための巡回お風呂

カー」を中心に、福祉車両の贈呈などの支援をしてき

ました。さらに2003年の放送からはこれに「環境」を

加え、「福祉」との二本柱で臨んでいます。

サステナビリティー・インデックスに選定

当社は、日本のメディア業界では唯一、ダウ・ジョーンズ・

サステナビリティー・インデックスに、2001年から連続4回

選ばれています。これは、アメリカのダウ・ジョーンズ社が、

社会や環境に貢献している企業を毎年

世界中から選ぶもので、上記活動が

社会的に認められている証左で

あると考えています。
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財務セクション

目次
財務状況と業績の評価および分析 22
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連結財務諸表等
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　連結損益計算書 30
　連結剰余金計算書 31
　連結キャッシュ・フロー計算書 32
　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 33
　注記事項 37
　独立監査人の監査報告書 49

1.連結財務諸表の作成方法について

当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下「連結財務

諸表規則」という。）に基づいて作成しています。

なお、前連結会計年度（平成14年4月1日から平成15年3月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当連結会計年

度（平成15年4月1日から平成16年3月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成しています。

また、当連結会計年度（平成15年4月1日から平成16年3月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に

関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第5号）附則第2項のただし書きにより、改正前の連結

財務諸表規則に基づいて作成しています。

2.監査証明について

当社は、証券取引法第193条の2の規定に基づき、前連結会計年度（平成14年4月1日から平成15年3月31日まで）及び当連結

会計年度（平成15年4月1日から平成16年3月31日まで）の連結財務諸表について、監査法人トーマツにより監査を受けてい

ます。
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財務状況と業績の評価および分析
文章内の数値は断りがない限り連結財務諸表に基づくものとし、百万円未満切捨の数字で表記しています

営業概況

最新鋭本社、いよいよ本格稼動

最新鋭の機能を完備した新社屋「日テレタワー」が2004年2月末から本格的に稼動を始め、グループの総力をあげて高

品質なコンテンツの制作に取り組んでいます。また2003年12月には地上デジタル放送がスタートし、高画質映像の

放送やデータ放送を始めました。今後は、多チャンネル化、携帯端末による視聴など、デジタル化によるメリットを活

かした放送の展開を予定しており、競争力の強化を図っていきます。

子会社が利益を牽引

2003年度は子会社、関連会社が業績を伸ばし、日本テレビ単体の業績の停滞を補いました。優良コンテンツの二次

利用や多角的配信の分野では、日本テレビ音楽（株）、（株）フォアキャスト・コミュニケーションズが当期も順調に業績

を伸ばしました。韓国ドラマ「冬のソナタ」のヒットによるDVDの売上増で（株）バップが利益を拡大し、連結の業績に

貢献しました。さらに、汐留地区のビル管理業務を受託する（株）日本テレビワーク24や、日テレプラザでの商品展開を

伸長させた（株）日本テレビサービスの業績も向上しました。

リスク要因

当社を取り巻く状況の変化によっては、将来の業績や投資家の判断に重要な影響を及ぼす項目があります。

まず、地上波テレビ放送事業における広告枠の販売を巡り、首都圏の他の放送局とは競合の関係にあり、当社の視聴

率が比較優位を失うことになれば、広告収入獲得競争にも影響を与える可能性があります。

また、BSデジタル放送やCSデジタル放送などの衛星放送やケーブルテレビなど、他のテレビメディアが競争力を強

めている他、インターネットの利用も一般家庭に広く普及しつつあります。これらメディアの急速な成長に伴い、地上

波テレビ放送の媒体価値が相対的に低下することになれば、当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

さらに、BSデジタル放送は、これまでのところ普及率が期待を下回っており、BSデジタル放送各局の広告収入も伸び

悩んでいます。当社が筆頭株主である（株）BS日本は設立以来連続して営業損失を計上しており、普及率が上昇してくる

まで当面損失を継続する可能性が高いと予想しています。（株）BS日本は当社グループの持分法適用会社であるため、こ

れまで営業外費用で持分法による投資損失を計上していますが、今後も連結の経営成績に影響を与える可能性があり

ます。
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事業概況

当社は事業をテレビ放送事業、文化事業、その他の事業の3セグメントに分けております。それぞれのセグメントの事

業内容と2003年度における業績は以下のとおりです。

テレビ放送事業

テレビ放送事業では、テレビ番組の制作・放送を行うことで、広告主へ

の放送時間の販売（放送収入）とネット局への番組の販売を主な収

益源としています。このうち、放送収入については、特定の番組

に付随する時間枠の販売であるタイムセールスと、番組と番

組の間の時間枠を販売するスポットセールスに分けられ

ます。テレビ番組の制作・放送に携わる主な連結子会社

は（株）エヌ・ティ・ビー映像センター、（株）日本テレビ

ビデオ、（株）日本テレビエンタープライズ、（株）日本

テレビアートで、他に連結子会社2社、非連結子会社

2社および関連会社9社が主としてこの事業に携

わっています。

テレビ放送事業の2003年度の業績は、売上高が

2,850億1,500万円（部門別の数字はすべてセグメント

間の売上高を含む）で、前期比95億100万円、3.2%の減収

となりました。営業利益は311億4,600万円で、前期比132億

3,900万円、29.8%の減益となりました。番組視聴率は10年連続

年間四冠王を達成しましたが、景気の低迷で広告出稿量が減少した

ため、収益を拡大させることができませんでした。

2002年度は上半期にワールドカップサッカーがあったため、2003年度上半期のタ

イム収入は、減収幅が大きく、下半期はほぼ同水準を維持しました。しかし通年のタイム収入は、前期比3.5%減少して

1,489億2,100万円となりました。当期タイム収入の放送収入に占める割合は56.0%でした。

スポット収入は、上半期は広告市況の回復の遅れによる影響により、売上は前期を下回る結果となりました。下半期

にもそのマイナス分を取り返すことができず、通年での売上は前期比4.1%減少して1,170億4,500万円となりました。

当社のスポット収入におけるシェアの高い主力クライアントである食品・飲料、サービス、金融といった業界からの出

稿は減少しました。一方デジタル家電を中心とした電気機器は増加傾向が見られたものの、各企業の業績好転が売上に

反映されるまでには至りませんでした。当期スポット収入の放送収入に占める割合は44.0%でした。

以上の結果、当期のテレビ放送事業の売上高に占める割合（セグメント間の内部売上高を含んだ数字で構成比を計算

しています）は84.9%となりました。

出典：「日本の広告費2003年」株式会社電通

「日本の広告費」と日本経済の成長 （単位：億円）

年
日本の広告費 名目国内総生産（GDP）

（億円） 前年比（%） （億円） 前年比（%）

1989 50,715 114.8 4,085,347 107.7 1.24
1990 55,648 109.7 4,401,248 107.7 1.26
1991 57,261 102.9 4,682,344 106.4 1.22
1992 54,611 95.4 4,804,921 102.6 1.14
1993 51,273 93.9 4,842,338 100.8 1.06
1994 51,682 100.8 4,900,053 101.2 1.05
1995 54,263 105.0 4,969,222 101.4 1.09
1996 57,715 106.4 5,099,840 102.6 1.13
1997 59,961 103.9 5,209,373 102.1 1.15
1998 57,711 96.2 5,145,954 98.8 1.12
1999 56,996 98.8 5,072,243 98.6 1.12
2000 61,102 107.2 5,114,624 100.8 1.19
2001 60,580 99.1 5,058,474 98.9 1.20
2002 57,032 94.1 4,981,020 98.5 1.14
2003 56,841 99.7 4,990,527 100.2 1.14

国内総生産に
対する総広告費
の比率（%）
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文化事業

文化事業においては、コンサート・美術展の主催、映画への出資・制作、スポーツイベントの開催および出版物の発行販

売などを行っています。（株）バップではCD、ビデオテープ、DVDなどによる録音、録画物の企画・制作ならびに販売を、

日本テレビ音楽（株）では、レコード音盤および音楽録画物の企画・制作ならびに著作権の譲渡、実施および許諾の事業を

行っています。この他、非連結子会社2社および関連会社1社（2003年度は2社）が主として文化事業を行っています。

文化事業の2003年度の業績は、売上高が388億5,900万円で、前期比12億1,300万円、3.2%の増収、営業利益は39億

1,200万円で、前期比19億1,800万円、96.2%の増益となりました。開催した美術展の「ミレー展」「パリ マルモッタン

美術館展」に多くの美術ファンが訪れ、またミュージカル「アニー」など恒例のイベントも引き続き好評を博しましたが、

イベント事業全体での利益貢献度はあまり大きくありませんでした。コンテンツ関連では、前期の「猫の恩返し」のよう

な大型の出資映画の公開が当期にはありませんでしたが、韓国ドラマや日本テレビのコンテンツを中心としたビデオ・

DVDなどの映像商品の好調な販売が増収増益に貢献しました。特に、当期人気を集めた「冬のソナタ」のDVD販売が好

調で、（株）バップでは利益が倍増しました。

以上の結果、当期の文化事業の売上高に占める割合は11.6%となりました。

その他の事業

その他の事業においては、主として（株）日本テレビサービスがハウジング事業、保険代理店業務、各種イベントのノ

ベルティ商品の販売業務を行い、（株）日本テレビワーク24が建物などの総合管理を、（株）日本テレビフットボールクラ

ブがプロサッカーチームの運営を行い、（株）フォアキャスト・コミュニケーションズがインター

ネット関連事業を行っています。その他関連会社5社が主としてその他の事業を行っ

ています。

その他事業の2003年度の業績は、売上高が119億1,100万円で、前期

比20億700万円、20.3%の増収となりましたが、営業利益は9億1,000

万円で、前期比1億9,800万円、17.9%の減益となりました。当期

は、汐留本社の日テレプラザがオープンし、「日テレ屋」で販売して

いる番組関連商品の売上が増加したことにより（株）日本テレビ

サービスは大幅に売上高を伸ばしましたが、繰延税金資産取崩

の影響で減益となりました。また、日テレタワーをはじめ、汐留

地区ビルの管理委託受注により（株）日本テレビワーク24は増

収増益となりました。

以上の結果、当期のその他の事業の売上高に占める割合は

3.5%となりました。

セグメント別売上高の内訳 （2003年度）

その他の事業
3.5%

テレビ放送事業
84.9%

文化事業
11.6%

番組販売収入他
5.7%

スポット収入
34.9%

タイム収入
44.3%
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（年度）

財務分析

売上高

2003年度上半期はイラク戦争、SARS、金融不安などから多くの業種、企業で広告出稿が抑制されましたが、下半期は

地上デジタル放送開始に伴い、デジタル家電やIT業界を中心に広告出稿が回復の兆しを見せました。2003年の日本の

総広告費（暦年・（株）電通調べ）は5 兆6,841億円で、前年比0.3%の減少となりましたが、テレビ広告費は、全体の34.3%

にあたる1 兆9,480 億円で、前年比0.7%の増加と、3年ぶりに増加に転じました。

このような状況において、当社グループの連結売上高は3,283億7,400万

円で、前期比79億2,400万円、2.4%の減収となりました。これは、テレ

ビ放送事業において、前期にワールドカップサッカーなど大型単

発番組があった反動などにより、放送収入が大きく減収と

なったことが主な要因です。なお、文化事業は、連結子会社

の映像商品の販売が好調だった他、商品化権使用料収入

などが増加したことで、増収となりました。また、その

他の事業では、当期より汐留社屋において営業を開始

した商業テナントの賃貸事業や連結子会社の商品販売

事業などが増収の要因となりました。

営業利益、経常利益

費用で大きな割合を占める番組制作費は、日本テレビ単

体では前期比1.9%減少して1,101億6,000万円（単体）とな

りました。減少の要因は、前期はワールドカップサッカーがあ

り、コストが大きかったことに加え、当期はレギュラー番組を中

心に制作費に対するコストの効率化を図ったことが挙げられます。

当期はまた新社屋の稼動に伴って、減価償却費は126億7,500万円となり大

きく増加しました。

以上の結果、売上原価は2,178億4,400万円となり、前期比26億6,400万円、1.2%の増加となりました。販売費及び

一般管理費は、代理店手数料などが減少したものの、汐留社屋の竣工に伴い、水道光熱費等のランニングコストが増加

したため745億9,300万円となり、前期比8億8,100万円、1.2%の増加となりました。以上の結果、営業利益は359億

3,700万円となり、前期比114億6,900万円、24.2%の減益、経常利益は368億円で、前期比95億3,200万円、20.6%

の減益となりました。
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当期純利益

社屋移転関連一時コストのうち、引越費用や移転関連諸費用を合計で6億7,300万円、開局50周年記念事業費用7億

7,100万円などを特別損失として計上しました。しかし、前期の特別損失の主な要因だった投資有価証券評価損が大幅

に減少し、また、旧新宿社有地での遺跡調査関連費用が当期は発生しなかったことから、特別損失額は前期の86億8,000

万円から53億8,900万円減少して32億9,000万円となりました。

なお、特別利益の中で、札幌社有地等を売却したことによる固定資産売却益が9億3,500万円発生しました。以上の結

果、当期純利益は193億5,900万円で、前期比9億3,600万円、4.6%の減益となりました。1株当たり当期純利益は、前期

の801.99円から当期は771.74円となりました。

財務状況

2004年3月31日現在における総資産は、前期比7.7%増の5,134億2,900万円となりました。

流動資産は前期比9.0%減の1,887億1,700万円となりました。この減少の主な要因は、現金及び預金が54億700万

円、番組勘定が39億1,400万円増加したものの、有価証券が193億800万円、その他の流動資産が68億3,700万円減

少したことによるものです。有価証券額の減少は、CP（コマーシャルペーパー）や国債の償還など

が主な要因です。

固定資産については、新社屋建設などによる建物及び構築物が545億2,500万円、

機械設備及び運搬具が348億1,000万円増加しましたが、建設仮勘定が594億

7,900万円減少したため、固定資産合計では前年度より555億2,300万円、

20.6%増加して3,247億1,200万円となりました。

流動負債については、新社屋建設に関連して、短期借入金が101億

3,700万円増加して459億200万円となり、未払法人税等が99億

3,500万円減少したことなどから、53億300万円増の1,180億

1,900万円となりました。固定負債では、前期にはなかった繰延

税金負債が45億4,500万円発生しました。以上の結果、負債合計

は、前期より88億6,000万円増加して1,561億1,800万円となり

ました。

資本については、利益剰余金が169億4,100万円増加したこと、

投資有価証券の時価の上昇に伴い、その他有価証券評価差額金が前

期より100億5,900万円増加したことなどから、株主資本合計は前期比

8.2%増の3,540億4,600万円となりました。株主資本比率は前年度より

0.4ポイント上昇して69.0%となりました。

（年度）99 00 01 02 030

34,002
36,008

34,648

20,295
19,359

10,000

20,000

30,000

40,000

当期純利益
（単位：百万円）
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（単位：億円、単体）

キャッシュ・フローの状況

現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の2003年度期末残高は、短期借入

金による資金調達に加え、前期を上回る営業活動による資金の増加が

あったものの、有形固定資産の取得による支出などが引き続き多額

であったことにより、前期末より40億1,300万円減少し、779億

3,000万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

2 0 0 3年度の営業活動による資金の増加は3 0 5億

1,900万円となりました。これは、税金等調整前当期純利

益が345億5,300万円と前年度よりも減少したものの、

非資金費用である減価償却費が126億7,500万円と増加

したことなどによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金の減少は、415億9,600万円でした。これは

主に、新社屋建設費の支払などによるもので、有形固定資産の取得によ

る支出が513億2,600万円と大きく、その他、有価証券の償還による収入92

億4,200万円、有形固定資産の売却による収入121億1,800万円、投資有価証券の

取得による支出84億1,900万円などがありました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金の増加は、71億3,100万円となりました。これは主に、短期借入金の増加101億3,700万円に

よるものです。

将来の見通し

汐留の新社屋「日テレタワー」が完成し、2004年2月末までに麹町ビルからの人員、機材などの引越しが完了し、本格的

に稼動を始めました。

設備投資額および減価償却費の今後の予想は、単体ベースで下の表のとおりとなっています。

今後、新社屋の本格稼動によって減価償却費の負担が増加するなど、費用面では増加が見込まれる上、収入面でも広

告業界の先行きにはっきりとした明るさが見えないことから、引き続き厳しい事業環境が続くものと予想されます。

2004年度の業績については、減価償却費の負担が

ピークに達することもあり増収減益を予想してい

ます（2004年5月時点）。しかし、地上デジタル放送

設備を完備した新社屋への積極投資が、今後の事

業展開に大きく貢献するものと確信しています。

計上の年度 設備投資額 減価償却費

2004年度 67 205

2005年度 65 170

2006年度 68 140

2007年度 50 120

2008年度 67 110

（年度）99 00 01 02 030

253,912

291,501

323,319 327,116

354,046

100,000

200,000

300,000

400,000

株主資本
（単位：百万円）
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1 【連結財務諸表等】

（1）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

前連結会計年度 当連結会計年度
（平成15年3月31日） （平成16年3月31日）

注記 構成比 構成比区分
番号

金額（百万円）
（%）

金額（百万円）
（%）

（資産の部）

Ⅰ 流動資産

  1.現金及び預金

  2.受取手形及び売掛金

  3.有価証券

  4.棚卸資産

  5.番組勘定

  6.繰延税金資産

  7.その他の流動資産

  8.貸倒引当金

流動資産合計

Ⅱ 固定資産

（1）有形固定資産

1. 建物及び構築物

2. 機械設備及び運搬具

3. 器具備品

4. 土地

5. 建設仮勘定

有形固定資産合計

（2）無形固定資産

（3）投資その他の資産

1. 投資有価証券

2. 長期貸付金

3. 繰延税金資産

4. 長期預金

5. その他の投資その他の資産

6. 貸倒引当金

投資その他の資産合計

固定資産合計

資産合計

※1

※3

※2

54,422

83,904

37,838

929

7,609

7,300

16,331

△891

207,445

11,688

10,809

1,803

115,112

59,747

199,162

2,858

55,774

68

6,292

7

5,273

△246

67,168

269,189

476,634

43.5

41.8

0.6

14.1

56.5

100.0

36.8

45.0

1.1

17.1

63.2

100.0

59,829

82,779

18,530

1,324

11,524

5,980

9,494

△746

188,717

66,213

45,620

4,146

115,120

268

231,368

5,787

79,350

57

312

–

8,004

△168

87,556

324,712

513,429
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前連結会計年度 当連結会計年度
（平成15年3月31日） （平成16年3月31日）

注記 構成比 構成比区分
番号

金額（百万円）
（%）

金額（百万円）
（%）

（負債の部）

Ⅰ 流動負債

  1.支払手形及び買掛金

  2.短期借入金

  3.未払金

  4.未払費用

  5.未払法人税等

  6.返品調整引当金

  7.設備関係支払手形

  8.その他の流動負債

流動負債合計

Ⅱ 固定負債

  1.繰延税金負債

  2.退職給付引当金

  3.役員退職慰労引当金

  4.長期預り保証金

  5.その他

固定負債合計

負債合計

（少数株主持分）

少数株主持分

（資本の部）

Ⅰ 資本金

Ⅱ 資本剰余金

Ⅲ 利益剰余金

Ⅳ その他有価証券評価差額金

Ⅴ 為替換算調整勘定

Ⅵ 自己株式

資本合計

負債、少数株主持分及び資本合計

※3

※5

※6

6,937

35,764

5,768

49,086

12,191

95

544

2,325

112,716

–

14,253

939

19,344

5

34,542

147,258

2,259

18,575

17,928

299,476

774

△109

△9,529

327,116

476,634

23.7

7.2

30.9

0.5

3.9

3.7

62.8

0.2

△0.0

△2.0

68.6

100.0

7,186

45,902

2,306

52,482

2,255

99

5,118

2,666

118,019

4,545

12,541

965

20,046

–

38,099

156,118

3,264

18,575

17,928

316,418

10,834

△179

△9,531

354,046

513,429

23.0

7.4

30.4

0.6

3.6

3.5

61.6

2.1

△0.0

△1.8

69.0

100.0
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②【連結損益計算書】

前連結会計年度 当連結会計年度
（自 平成14年4月1日 至 平成15年3月31日）（自 平成15年4月1日 至 平成16年3月31日）

注記 百分比 百分比区分
番号

金額（百万円）
（%）

金額（百万円）
（%）

Ⅰ 売上高

Ⅱ 売上原価

売上総利益

Ⅲ 販売費及び一般管理費

  1.代理店手数料
  2.人件費
  3.退職給付費用
  4.役員退職慰労引当金繰入額
  5.業務委託・外注要員費
  6.水道光熱費
  7.租税公課
  8.減価償却費
  9.諸経費

営業利益

Ⅳ 営業外収益

  1.受取利息
  2.受取配当金
  3.その他の営業外収益
Ⅴ 営業外費用

  1.支払利息
  2.持分法による投資損失
  3.投資事業組合運用損
  4.その他の営業外費用

経常利益

Ⅵ 特別利益

  1.固定資産売却益
  2.投資有価証券売却益
  3.貸倒引当金戻入額
  4.持分変動益
Ⅶ 特別損失

  1.固定資産除却損
  2.固定資産売却損
  3.投資有価証券評価損
  4.投資有価証券売却損
  5.遺跡調査関連費用
  6.新社屋移転関連費用
  7.開局50周年記念事業費用
  8.その他の特別損失
税金等調整前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

少数株主利益

当期純利益

※5

※1

※2
※3

※4

336,299
215,180
121,118

73,712
47,406

1,002

2,076
46,332

312

8,680
37,965

17,125
544

20,295

100.0
64.0
36.0

21.9
14.1

0.3

0.6
13.8

0.1

2.6
11.3

5.1
0.2
6.0

100.0
66.3
33.7

22.7
11.0

0.4

0.2
11.2

0.3

1.0
10.5

4.3
0.3
5.9

328,374
217,844
110,530

74,593
35,937

1,472

609
36,800

1,043

3,290
34,553

14,188
1,005

19,359

48,150
10,454

798
153
817
543

1,962
848

9,982

338
340
324

58
1,638

253
125

9
1

186
115

228
10

6,679
8

1,226
–
–

526

20,714
△3,588

46,365
10,299

232
153

1,099
1,432
2,213
1,452

11,345

221
487
763

133
430

–
45

935
5

102
–

796
475
557

4
–

673
771
12

9,247
4,941
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前連結会計年度 当連結会計年度
（自 平成14年4月1日 至 平成15年3月31日）（自 平成15年4月1日 至 平成16年3月31日）

注記区分
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

（資本剰余金の部）

Ⅰ 資本剰余金期首残高

資本準備金期首残高

Ⅱ 資本剰余金期末残高

（利益剰余金の部）

Ⅰ 利益剰余金期首残高

連結剰余金期首残高

Ⅱ 利益剰余金増加高

  1.当期純利益

  2.持分法適用会社減少に伴う

剰余金増加高

Ⅲ 利益剰余金減少高

  1.配当金

  2.役員賞与

  3.持分法適用会社減少に伴う

剰余金減少高

Ⅳ 利益剰余金期末残高

17,928

17,928

282,364

20,295

3,182

299,476

③【連結剰余金計算書】

17,928

282,364

20,295

–

3,035

140

7

17,928

17,928

299,476

20,075

3,134

316,418

19,359

716

2,994

140

–
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

前連結会計年度 当連結会計年度
（自 平成14年4月1日 至 平成15年3月31日）（自 平成15年4月1日 至 平成16年3月31日）

注記区分
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

  1.税金等調整前当期純利益
  2.減価償却費
  3.貸倒引当金の増加（△減少）額
  4.退職給付引当金の増加（△減少）額
  5.受取利息及び受取配当金
  6.支払利息
  7.持分法による投資損失
  8.固定資産売却益
  9.固定資産除却損
10.投資有価証券評価損
11.遺跡調査関連費用
12.売上債権の減少（△増加）額
13.番組勘定の増加額
14.仕入債務の増加（△減少）額
15.役員賞与の支払額
16.その他

小計

17.利息及び配当金の受取額
18.利息の支払額
19.法人税等の支払額
営業活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

  1.定期預金等の預入による支出
  2.定期預金等の払戻による収入
  3.有価証券の償還による収入
  4.有形固定資産の取得による支出
  5.有形固定資産の売却による収入
  6.無形固定資産の取得による支出
  7.投資有価証券の取得による支出
  8.投資有価証券の売却による収入
  9.投資有価証券の償還による収入
10.その他
投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

  1.短期借入金の純増加額
  2.配当金の支払額
  3.自己株式取得による支出
  4.少数株主への配当金の支払額
財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加（△減少）額

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高

37,965
5,854

133
676
△678

58
1,638
△9
228

6,679
1,226

△1,575
△2,004
△2,248
△140
△1,065
46,739

668
△46

△21,381
25,981

△220
250

12,523
△34,310

13
△607

△15,797
639
101
13

△37,394

34,864
△3,035
△9,363

△1
22,464
△58

10,992
70,951
81,944

34,553
12,675
△223
△1,711
△708

133
430

△935
796
557

–
1,124
△3,914

5,440
△140
1,131

49,209
621

△128
△19,182

30,519

–
962

9,242
△51,326

12,118
△3,279
△8,419

82
1,150
△2,127
△41,596

10,137
△2,994

△1
△9

7,131
△68

△4,013
81,944
77,930
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

1. 連結の範囲に関する事項

（1）連結子会社

（2）非連結子会社

2. 持分法の適用に関する事項

（1）持分法適用会社

（2）持分法非適用会社

3. 連結子会社の事業年度等に

関する事項

前連結会計年度 当連結会計年度
項目

（自 平成14年4月1日 至 平成15年3月31日） （自 平成15年4月1日 至 平成16年3月31日）

日本テレビ音楽㈱、㈱日本テレビサービス、

㈱エヌ・ティ・ビー映像センター、㈱バップ、㈱

日本テレビビデオ、㈱日本テレビエンタープ

ライズ、㈱日本テレビワーク2 4 、N T V

America Company、NTV International

Corporation、㈱日本テレビアート、㈱日本テ

レビフットボールクラブ、㈱フォアキャスト・

コミュニケーションズの12社である。

㈱フォース等4社である。これらの非連結子

会社は総資産、売上高、当期純損益及び利益剰

余金等の観点からみていずれもそれぞれ小規

模であり、全体としても連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていない。

㈱フォース等非連結子会社4社及び㈱BS日

本等関連会社17社に対する投資について持

分法を適用している。

なお、当連結会計年度において株式を取得

した㈱アール・エフ・ラジオ日本を関連会社と

している。

また、㈱バリウス新潟については、当連結会

計年度における株式譲渡により、関連会社で

はなくなったため、持分法の適用範囲から除

外している。

該当なし。

連結子会社の決算日は㈱バップ、㈱日本テ

レビフットボールクラブ、NTV America

Company及びNTV International

Corporationを除きすべて連結決算日と一

致している。

なお、㈱バップの決算日は3月20日、㈱日本

テレビフットボールクラブの決算日は1月31

日、NTV America Company及びNTV

International Corporationの決算日は12

月31日であり、連結決算日との差異が3ヶ月

以内であるので、正規の決算を基礎として連

結決算を行っている。また、当該会社の決算日

と連結決算日との間に生じた重要な取引につ

いては、連結上必要な調整が行われている。

同左

㈱日本テレビ人材センター等4社である。こ

れらの非連結子会社は総資産、売上高、当期純

損益及び利益剰余金等の観点からみていずれ

もそれぞれ小規模であり、全体としても連結

財務諸表に重要な影響を及ぼしていない。（㈱

フォースは平成15年10月1日に㈱日本テレビ

人材センターに商号変更している。）

㈱日本テレビ人材センター等非連結子会社

4社及び㈱BS日本等関連会社16社に対する投

資について持分法を適用している。

なお、㈱プラット・ワンについては、当連結

会計年度において、㈱スカイパーフェクト・コ

ミュニケーションズ（存続会社）との合併によ

り解散し、かつ、存続会社は関連会社に該当し

ないため、持分法の適用範囲から除外してい

る。（㈱フォースは平成15年10月1日に㈱日本

テレビ人材センターに商号変更している。）

同左

同左
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前連結会計年度 当連結会計年度
項目

（自 平成14年4月1日 至 平成15年3月31日） （自 平成15年4月1日 至 平成16年3月31日）

4. 会計処理基準に関する事項

（1）重要な資産の評価基準及び

評価方法

① 有価証券

② 棚卸資産製品

③ 番組勘定

（2）重要な減価償却資産の減価償却

の方法

① 有形固定資産

② 無形固定資産

（3）重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

② 返品調整引当金

③ 退職給付引当金

満期保有目的の債券

——————

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法に

よっている。（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により

算定）

時価のないもの

移動平均法に基づく原価法によっている。

先入先出法に基づく原価法によっている。

個別法に基づく原価法によっている。

定率法を採用している。

なお、平成10年度の法人税法の改正に伴

い、平成12年4月1日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については、定額法を採用して

いる。

主な耐用年数は以下のとおりである。

建物及び構築物 3年～50年

機械設備及び運搬具 2年～15年

器具備品 2年～20年

定額法を採用している。

なお、主な耐用年数は、自社利用のソフト

ウェア最長5年である。

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ている。

出版物及び音楽著作物の返品による損失に

備えるため、法人税法による繰入限度額の

100%を計上している。

従業員の退職給付に備えるため、当連結会

計年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上している。

満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）によっている。

その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

同左

同左

同左

同左

同左

同左

同左

従業員の退職給付に備えるため、当連結会

計年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上している。
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前連結会計年度 当連結会計年度
項目

（自 平成14年4月1日 至 平成15年3月31日） （自 平成15年4月1日 至 平成16年3月31日）

なお、会計基準変更時差異は、提出会社につ

いて10年による均等額を費用の減額処理し

ている。

数理計算上の差異については、発生年度に

おいて一括損益計上している。

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内

規に基づく期末要支給額の100%を計上して

いる。

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理している。

なお、在外子会社等の資産及び負債並びに

収益及び費用は、連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額は資本の部に

おける為替換算調整勘定に含めている。

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。

消費税等の会計処理は、税抜方式によって

いる。

「自己株式及び法定準備金の取崩等に関す

る会計基準」（会計基準第1号）が平成14年4月

1日以後に適用されることになったことに伴

い、当連結会計年度から同会計基準によって

いる。これによる当連結会計年度の損益に与

える影響は軽微である。

なお、連結財務諸表規則の改正により、当連

結会計年度における連結貸借対照表の資本の

部及び連結剰余金計算書については、改正後

の連結財務諸表規則により作成している。

なお、会計基準変更時差異は、提出会社につ

いて10年による均等額を費用の減額処理し

ている。

過去勤務債務については、発生年度におい

て一括損益計上している。

数理計算上の差異については、発生年度に

おいて一括損益計上している。

同左

同左

同左

同左

——————

④ 役員退職慰労引当金

（4）重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準

（5）重要なリース取引の処理方法

（6）消費税等の会計処理

（7）その他連結財務諸表作成のため

の重要な事項

① 自己株式及び法定準備金の

取崩等に関する会計基準
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前連結会計年度 当連結会計年度
項目

（自 平成14年4月1日 至 平成15年3月31日） （自 平成15年4月1日 至 平成16年3月31日）

② 1株当たり情報

5. 連結子会社の資産及び負債の評価

に関する事項

6. 連結調整勘定の償却に関する事項

7. 利益処分項目等の取扱いに

関する事項

8. 連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲

「1株当たり当期純利益に関する会計基準」

（企業会計基準第2号）及び「1株当たり当期純

利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第4号）が平成14年4月1日以後

開始する連結会計年度に係る連結財務諸表か

ら適用されることになったことに伴い、当連

結会計年度から同会計基準及び適用指針に

よっている。なお、これによる影響について

は、「1株当たり情報に関する注記」に記載して

いる。

連結子会社の資産及び負債の評価について

は、全面時価評価法を採用している。

連結調整勘定の償却については、その金額

が僅少であるため、発生年度において全額償

却している。

連結剰余金計算書は、連結会計年度中に確

定した利益処分又は損失処理に基づいて作成

されている。

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得日から3ヶ

月以内に償還期限の到来する短期投資から

なっている。

——————

同左

同左

同左

同左



37Annual Report 2004 ✹
Nippon Television Network Corporation

表示方法の変更

前連結会計年度 当連結会計年度
（自 平成14年4月1日 至 平成15年3月31日） （自 平成15年4月1日 至 平成16年3月31日）

注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 当連結会計年度
（平成15年3月31日） （平成16年3月31日）

※1. 有形固定資産の減価償却累計額

科目 金額（百万円）

建物及び構築物 21,157

機械設備及び運搬具 49,081

器具備品 3,537

計 73,777

※2. 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりで

ある。

投資有価証券（株式） 8,622百万円

※3. 担保資産及び担保付債務

担保資産

土地 101,000百万円

担保付債務

長期預り保証金 19,000百万円

4. 保証債務

連結会社以外の会社の金融機関からの借入、従業員の金融機

関からの借入等に対して次のとおり保証を行っている。

従業員の住宅資金銀行借入金 934百万円

㈱放送衛星システムの銀行借入金 2,344

計 3,278

※5. 発行済株式の総数

発行済株式数 普通株式 25,364千株

※6. 自己株式

当社が保有する自己株式の数は、普通株式408千株である。

（連結キャッシュ・フロー関係）

前連結会計年度において財務活動によるキャッシュ・フローの「そ

の他」に含めて表示していた「自己株式取得による支出」は、当連結会

計年度より区分掲記している。

なお、前連結会計年度の「自己株式取得による支出」は、4百万円で

ある。

——————

※1. 有形固定資産の減価償却累計額

科目 金額（百万円）

建物及び構築物 24,253

機械設備及び運搬具 46,363

器具備品 3,648

計 74,265

※2. 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりで

ある。

投資有価証券（株式） 7,131百万円

※3. 担保資産及び担保付債務

担保資産

土地 101,031百万円

担保付債務

長期預り保証金 19,000百万円

4. 保証債務

連結会社以外の会社の金融機関からの借入、従業員の金融機

関からの借入等に対して次のとおり保証を行っている。

従業員の住宅資金銀行借入金 835百万円

㈱放送衛星システムの銀行借入金 2,097

計 2,933

※5. 発行済株式の総数

発行済株式数 普通株式 25,364千株

※6. 自己株式

当社が保有する自己株式の数は、普通株式408千株である。
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前連結会計年度 当連結会計年度
（平成15年3月31日） （平成16年3月31日）

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

現金及び預金勘定 54,422百万円

有価証券勘定 37,838

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △1,062

償還期間が3ヶ月を超える債券等 △9,254

現金及び現金同等物 81,944

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

現金及び預金勘定 59,829百万円

有価証券勘定 18,530

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △100

償還期間が3ヶ月を超える債券等 △328

現金及び現金同等物 77,930

前連結会計年度 当連結会計年度
（自 平成14年4月1日 至 平成15年3月31日） （自 平成15年4月1日 至 平成16年3月31日）

（連結損益計算書関係）

※1. 固定資産売却益

機械設備及び運搬具 9百万円

（スタジオ・機材関連）

※2. 固定資産除却損

建物及び構築物 52百万円

機械設備及び運搬具 155

器具備品 12

無形固定資産 8

計 228

※3. 固定資産売却損は、機械設備及び運搬具の売却によるもので

ある。

※4. その他の特別損失は、ゴルフ会員権の減損等によるもので

ある。

※5. 販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費

497百万円

※1. 固定資産売却益

機械設備及び運搬具（機材関連） 1百万円

土地（北海道札幌市他） 933

935

※2. 固定資産除却損

建物及び構築物 233百万円

機械設備及び運搬具 415

器具備品 70

無形固定資産 77

計 796

※3. 固定資産売却損は、主に機械設備及び運搬具の売却等による

ものである。

※4. その他の特別損失は、賃貸借契約の中途解約に伴う違約金等

によるものである。

※5. 販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費

433百万円

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）
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（リース取引関係）

前連結会計年度 当連結会計年度
（自 平成14年4月1日 至 平成15年3月31日） （自 平成15年4月1日 至 平成16年3月31日）

1.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

（借手側）

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

取得価額 減価償却 期末残高
相当額 累計額相当額 相当額

（百万円） （百万円） （百万円）

機械設備及び
運搬具 158 127 31

器具備品 655 371 283

 合計 813 498 314
（注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定している。

② 未経過リース料期末残高相当額

1年内 246百万円

1年超 263

合計 509
（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定している。

③ 支払リース料及び減価償却費相当額

（1）支払リース料 258百万円

（2）減価償却費相当額 258百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっ

ている。

1.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

（借手側）

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

取得価額 減価償却 期末残高
相当額 累計額相当額 相当額

（百万円） （百万円） （百万円）

機械設備及び
運搬具 1,042 163 879

器具備品 581 357 224

 合計 1,624 520 1,103
同左

② 未経過リース料期末残高相当額

1年内 400百万円

1年超 819

合計 1,219
同左

③ 支払リース料及び減価償却費相当額

（1）支払リース料 298百万円

（2）減価償却費相当額 298百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左
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前連結会計年度 当連結会計年度
（自 平成14年4月1日 至 平成15年3月31日） （自 平成15年4月1日 至 平成16年3月31日）

（貸手側）

① リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残高

取得価額
減価償却

期末残高
累計額

（百万円）
（百万円）

（百万円）

機械設備及び
運搬具 623 207 416

ソフトウェア 417 83 334
合計 1,041 291 750

② 未経過リース料期末残高相当額

1年内 230百万円

1年超 835

合計 1,065
（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高

及び見積残存価額の残高の合計額が営業債権の期末残高等に

占める割合が低いため、受取利子込み法により算定している。

上記には転貸リース取引に係る貸手側の未経過リース料期

末残高相当額が含まれている。なお、当該転貸リース取引は

おおむね同一の条件で第三者にリースしているためほぼ同

額の残高が上記の借手側の未経過リース料期末残高相当額

に含まれている。

③ 受取リース料及び減価償却費

（1）受取リース料 145百万円

（2）減価償却費 269

2.オペレーティング・リース取引

（借手側）

未経過リース料期末残高相当額

1年内 77百万円

1年超 77

合計 155

（貸手側）

未経過リース料期末残高相当額

1年内 119百万円

1年超 6,380

合計 6,500

（貸手側）

① リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残高

取得価額
減価償却

期末残高
累計額

（百万円）
（百万円）

（百万円）

機械設備及び
運搬具 1,396 381 1,014

ソフトウェア 417 167 250
合計 1,814 549 1,264

② 未経過リース料期末残高相当額

1年内 314百万円

1年超 1,342

合計 1,656
同左

③ 受取リース料及び減価償却費

（1）受取リース料 173百万円

（2）減価償却費 257

2.オペレーティング・リース取引

（借手側）

未経過リース料期末残高相当額

1年内 53百万円

1年超 20

合計 73

（貸手側）

未経過リース料期末残高相当額

1年内 130百万円

1年超 6,250

合計 6,380
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（有価証券関係）

1. 満期保有目的の債券で時価のあるもの
前連結会計年度（平成15年3月31日） 当連結会計年度（平成16年3月31日）

種類 連結貸借
時価 差額

連結貸借
時価 差額

対照表計上額 対照表計上額
（百万円）

（百万円） （百万円）
（百万円）

（百万円） （百万円）

時価が連結貸借 （1）国債・地方債等 – – – 5,036 5,058 21
対照表計上額を （2）社債 – – – – – –
超えるもの （3）その他 – – – – – –

合計 – – – 5,036 5,058 21

2. その他有価証券で時価のあるもの
前連結会計年度（平成15年3月31日） 当連結会計年度（平成16年3月31日）

種類 取得原価
連結貸借対

差額 取得原価
連結貸借

差額
照表計上額 対照表計上額

（百万円）
（百万円）

（百万円） （百万円）
（百万円）

（百万円）

（1）株式 3,441 7,826 4,384 16,987 36,436 19,448

連結貸借対照 （2）債券

表計上額が ① 国債・地方債等 4,999 5,001 1 – – –
取得原価を ② 社債 6,338 6,445 107 2,161 2,251 89
超えるもの ③ その他 1,065 1,162 97 – – –

（3）その他 – – – 2,187 3,184 996
小計 15,846 20,436 4,590 21,336 41,872 20,535

（1）株式 21,310 18,250 △3,060 10,463 8,203 △2,259

連結貸借対照 （2）債券

表計上額が ① 国債・地方債等 90 90 – 90 90 –
取得原価を ② 社債 1,291 1,065 △225 180 172 △7
超えないもの ③ その他 – – – 1,156 1,043 △113

（3）その他 2,287 2,256 △30 100 96 △3
小計 24,979 21,662 △3,316 11,991 9,606 △2,384

合計 40,825 42,099 1,273 33,327 51,478 18,150

3. 前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券

4. 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額
前連結会計年度（平成15年3月31日） 当連結会計年度（平成16年3月31日）
連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券

非上場株式（店頭売買株式を除く） 13,306 15,032
マネー・マネージメント・ファンド 17,852 17,675
フリー ファイナンシャル ファンド 24 74

前連結会計年度（自 平成14年4月1日 至 平成15年3月31日） 当連結会計年度（自 平成15年4月1日 至 平成16年3月31日）
売却益の合計 売却損の合計 売却益の合計 売却損の合計売却額（百万円）
（百万円） （百万円）

売却額（百万円）
（百万円） （百万円）

7,576 1 8 125 5 4
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5. その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額
前連結会計年度（平成15年3月31日） 当連結会計年度（平成16年3月31日）

1年以内 1年超5年 5年超10年 10年超 1年以内 1年超5年 5年超10年 10年超
以内 以内 以内 以内

（百万円）
（百万円） （百万円）

（百万円） （百万円）
（百万円） （百万円）

（百万円）

（1）債券
① 国債・地方債等 5,001 – – 90 – 5,036 – 90
② 社債 4,402 2,057 1,001 50 635 1,745 – 50
③ その他 9,997 1,162 – – – 1,043 – –

（2）その他 – 124 – – 38 96 – –
合計 19,401 3,344 1,001 140 674 7,922 – 140

（デリバティブ取引関係）
前連結会計年度（自 平成14年4月1日 至 平成15年3月31日）

当社グループは、デリバティブ取引を利用していない。

当連結会計年度（自 平成15年4月1日 至 平成16年3月31日）

当社グループは、デリバティブ取引を利用していない。

前連結会計年度 当連結会計年度
（平成15年3月31日） （平成16年3月31日）

（退職給付関係）

1.採用している退職給付制度の概要

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職

年金制度及び退職一時金制度を設けている。

また、従業員の退職に際して、退職給付会計に準拠した数理計算

による退職給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場合

がある。

2.退職給付債務に関する事項（平成15年3月31日現在）

（単位：百万円）

イ. 退職給付債務 △25,147

ロ. 年金資産 12,836

ハ. 未積立退職給付債務（イ+ロ） △12,310

ニ. 会計基準変更時差異の未処理額 △1,942

ホ. 退職給付引当金（ハ+ニ） △14,253

　

（注）国内連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用

している。

1.採用している退職給付制度の概要

同左

2.退職給付債務に関する事項（平成16年3月31日現在）

（単位：百万円）

イ. 退職給付債務 △24,804

ロ. 年金資産 14,164

ハ. 未積立退職給付債務（イ+ロ） △10,639

ニ. 未認識年金資産 △194

ホ. 会計基準変更時差異の未処理額 △1,665

ヘ. 貸借対照表計上額純額（ハ+ニ+ホ） △12,499

ト. 前払年金費用 41

チ. 退職給付引当金（ヘ–ト） △12,541
（注）国内連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用

している。
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前連結会計年度 当連結会計年度
（平成15年3月31日） （平成16年3月31日）

3.退職給付費用に関する事項（自 平成14年4月1日 至 平成15年3

月31日）

（単位：百万円）

イ. 勤務費用 1,146

ロ. 利息費用 470

ハ. 期待運用収益 △131

ニ. 会計基準変更時差異の費用の減額処理額 △277

ホ. 数理計算上の差異の費用処理額 1,285

ヘ. 退職給付費用

（イ+ロ+ハ+ニ+ホ） 2,493

（注）国内連結子会社の退職給付費用は、「イ.勤務費用」に計上して
いる。

4.退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ. 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ. 割引率 2.3%

ハ. 期待運用収益率 1.0%

ニ. 数理計算上の差異の処理年数 発生年度に一括損益計上

ホ. 会計基準変更時差異の処理年数 10年

3.退職給付費用に関する事項（自 平成15年4月1日 至 平成16年3

月31日）

（単位：百万円）

イ. 勤務費用 1,191

ロ. 利息費用 500

ハ. 期待運用収益 △60

ニ. 会計基準変更時差異の費用の減額処理額 △277

ホ. 過去勤務債務の費用処理額 104

へ. 数理計算上の差異の費用処理額 △911

ト. 退職給付費用

（イ+ロ+ハ+ニ+ホ+へ） 545
（注）国内連結子会社の退職給付費用は、「イ.勤務費用」に計上して

いる。

4.退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ. 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ. 割引率 2.3%

ハ. 期待運用収益率 0.5%

ニ. 過去勤務債務の処理年数 発生年度に一括損益計上

ホ. 数理計算上の差異の処理年数 発生年度に一括損益計上

ヘ. 会計基準変更時差異の処理年数 10年
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（税効果会計関係）

前連結会計年度 当連結会計年度
（平成15年3月31日） （平成16年3月31日）

1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（1）流動の部

繰延税金資産

番組勘定評価損 4,424百万円

未払事業税等 1,489

未払賞与 1,014

その他 535

繰延税金資産小計 7,463

評価性引当額 △158

繰延税金資産合計 7,305

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 5

繰延税金負債合計 5

繰延税金資産の純額 7,300

（2）固定の部

繰延税金資産

退職給付引当金 5,999百万円

固定資産評価損等 836

投資有価証券評価損 4,564

その他 835

繰延税金資産小計 12,236

評価性引当額 △129

繰延税金資産合計 12,107

繰延税金負債

固定資産圧縮記帳積立金 5,303

その他有価証券評価差額金 512

繰延税金負債合計 5,815

繰延税金資産の純額 6,292

2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に

重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主な項目別の

内訳

法定実効税率 42.05%

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.40〃

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.29〃

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 1.14〃

その他 0.81〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.11〃

1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（1）流動の部

繰延税金資産

番組勘定評価損 4,064百万円

未払事業税等 358

未払賞与 966

その他 702

繰延税金資産小計 6,091

評価性引当額 △95

繰延税金資産合計 5,996

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 15

繰延税金負債合計 15

繰延税金資産の純額 5,980

（2）固定の部

繰延税金資産

退職給付引当金 5,251百万円

固定資産評価損等 490

投資有価証券評価損 3,034

その他 1,037

繰延税金資産小計 9,813

評価性引当額 △463

繰延税金資産合計 9,349

繰延税金負債

固定資産圧縮記帳積立金 5,974

その他有価証券評価差額金 7,377

その他 232

繰延税金負債合計 13,583

繰延税金負債の純額 4,233

2.法定実効税率と税効果会計適用後の負担率との間の差異が、法定

実効税率の100分の5以下であるため、当該差異の原因となった

主な項目別内訳は、連結財務諸表規則第15条の5第3項に基づき

記載を省略している。
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前連結会計年度 当連結会計年度
（平成15年3月31日） （平成16年3月31日）

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】
前連結会計年度（自 平成14年4月1日 至 平成15年3月31日）

区分 テレビ放送
文化事業

その他の
計

消去又は
連結

事業 事業 全社
（百万円）

（百万円）
（百万円）

（百万円）
（百万円）

（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

（1）外部顧客に対する売上高 291,975 39,758 4,564 336,299 – 336,299
（2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 318 848 5,059 6,226 （6,226） –
計 292,294 40,607 9,623 342,525 （6,226） 336,299

営業費用 246,799 39,501 8,739 295,040 （6,148） 288,892
営業利益 45,494 1,106 883 47,484 （78） 47,406

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出

資産 174,853 18,376 8,263 201,493 275,141 476,634
減価償却費 5,697 96 42 5,837 16 5,854
資本的支出 17,575 12 37 17,625 12,418 30,043

（注）1.事業区分は売上集計区分によっている。
2.各事業区分に属する主要な販売品目

事業区分 主要販売品目

テレビ放送事業 テレビ放送時間の販売、番組の販売、スタジオ運用収入

文化事業 映画、音楽、美術及びスポーツ事業収入、出版物の販売

その他の事業 ハウジング事業収入、ノベルティ商品の販売、プロサッカー事業収入

3.資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は当連結会計年度269,579百万円であり、その主なものは、親会社で
の余資運用資金（現預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券等）、親会社の汐留新社屋建設に係る土地及び建設仮勘定並

びに管理部門に係る資産等である。

3.地方税法の一部を改正する法律（平成15年法律第9号）が平成15

年3月31日に公布されたことに伴い、繰延税金資産及び繰延税金

負債の計算（ただし平成16年4月1日以降解消が見込まれるもの

に限る。）に使用した法定実効税率は、前連結会計年度42.05%か

ら当連結会計年度40.49%に変更されている。その結果、繰延税金

資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が411百万円減

少し、法人税等調整額は431百万円増加している。なお、その他有

価証券評価差額金に及ぼす影響は軽微である。

——————
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当連結会計年度（自 平成15年4月1日 至 平成16年3月31日）
区分 テレビ放送

文化事業
その他の

計
消去又は

連結
事業 事業 全社

（百万円）
（百万円）

（百万円）
（百万円）

（百万円）
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

（1）外部顧客に対する売上高 284,519 37,863 5,991 328,374 – 328,374
（2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 496 995 5,919 7,411 （7,411） –
計 285,015 38,859 11,911 335,786 （7,411） 328,374

営業費用 253,869 34,947 11,000 299,817 （7,379） 292,437
営業利益 31,146 3,912 910 35,969 （32） 35,937

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出

資産 341,556 22,565 41,311 405,434 107,994 513,429
減価償却費 11,026 130 1,425 12,582 93 12,675
資本的支出 43,698 309 5,291 49,299 461 49,761

（注）1.事業区分は売上集計区分によっている。
2.各事業区分に属する主要な販売品目

事業区分 主要販売品目

テレビ放送事業 テレビ放送時間の販売、番組の販売、スタジオ運用収入他

文化事業 映画、音楽、美術及びスポーツ事業収入、出版物の販売

その他の事業 ハウジング事業収入、ノベルティ商品の販売、プロサッカー事業収入、賃貸事業収入

3.資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は当連結会計年度114,128百万円であり、その主なものは、親会社で
の余資運用資金（現預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券等）、並びに管理部門に係る資産等である。

4.事業区分の方法の変更
当連結会計年度より、従来、「文化事業」に分類されていた日本テレビ放送網㈱のBS・CSデジタル放送事業を「テレビ放送事業」

に、テナント賃貸事業を「その他の事業」に含めて区分している。

当企業集団は売上集計区分を基礎として事業区分を決定していることから、日本テレビ放送網㈱が文化事業収支他として集

計しているBS・CSデジタル放送事業はこれまで「文化事業」に区分していたが、平成15年12月より地上デジタル放送がスタート
したことに鑑み、BS・CSデジタル放送との市場の類似性を考慮した結果、セグメント情報の有用性を高めるために、「テレビ放送
事業」としたものである。また、テナント賃貸事業については従来、僅少であったが、平成15年5月より新本社ビル「日本テレビタ
ワー」の営業テナント等からの収入が発生しており、重要性が増すことからも当該企業集団としての各事業領域を明確にするた

めに「その他の事業」としたものである。

なお、前連結会計年度のセグメント情報を、当連結会計年度において用いた事業区分の方法により区分すると次のとおりとなる。
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（事業区分の方法の変更後）
前連結会計年度（自 平成14年4月1日 至 平成15年3月31日）

区分 テレビ放送
文化事業

その他の
計

消去又は
連結

事業 事業 全社
（百万円）

（百万円）
（百万円）

（百万円）
（百万円）

（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

（1）外部顧客に対する売上高 294,198 37,255 4,844 336,299 – 336,299
（2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 318 389 5,059 5,767 （5,767） –
計 294,517 37,645 9,903 342,066 （5,767） 336,299

営業費用 250,131 35,651 8,794 294,577 （5,685） 288,892
営業利益 44,385 1,994 1,108 47,488 （82） 47,406

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出

資産 170,726 18,376 12,042 201,146 275,488 476,634
減価償却費 5,378 96 362 5,837 16 5,854
資本的支出 17,575 12 37 17,625 12,418 30,043

（注）1.事業区分は売上集計区分によっている。
2.各事業区分に属する主要な販売品目

事業区分 主要販売品目

テレビ放送事業 テレビ放送時間の販売、番組の販売、スタジオ運用収入他

文化事業 映画、音楽、美術及びスポーツ事業収入、出版物の販売

その他の事業 ハウジング事業収入、ノベルティ商品の販売、プロサッカー事業収入、賃貸事業収入

3.資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は当連結会計年度269,926百万円であり、その主なものは、親会社で
の余資運用資金（現預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券等）、親会社の汐留新社屋建設に係る土地及び建設仮勘定並

びに管理部門に係る資産等である。

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自 平成14年4月1日 至 平成15年3月31日）
本邦の売上高及び資産の金額の全セグメントの売上高合計及び全セグメント資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90%

超であるため、その記載を省略した。

当連結会計年度（自 平成15年4月1日 至 平成16年3月31日）
本邦の売上高及び資産の金額の全セグメントの売上高合計及び全セグメント資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90%

超であるため、その記載を省略した。

【海外売上高】

前連結会計年度（自 平成14年4月1日 至 平成15年3月31日）
連結売上高の10%未満であるため、その記載を省略した。

当連結会計年度（自 平成15年4月1日 至 平成16年3月31日）
連結売上高の10%未満であるため、その記載を省略した。

【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自 平成14年4月1日 至 平成15年3月31日）
該当事項はない。

当連結会計年度（自 平成15年4月1日 至 平成16年3月31日）
該当事項はない。
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前連結会計年度 当連結会計年度

13,102円25銭

801円99銭

※2 ——————

当連結会計年度から「1株当たり当期純利益

に関する会計基準」（企業会計基準第2号）及び

「1株当たり当期純利益に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第4号）を適用

している。なお、同会計基準及び適用指針を前

連結会計年度に適用した場合の1株当たり情

報については、以下のとおりとなる。

1株当たり純資産

12,744円62銭

1株当たり当期純利益金額

1,360円82銭

潜在株式調整後

1株当たり当期純利益金額

※2 ——————

14,183円02銭

771円74銭

※2 ——————

1株当たり純資産額

1株当たり当期純利益

潜在株式調整後

1株当たり当期純利益

（1株当たり情報）

（注）1 1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

前連結会計年度 当連結会計年度

1株当たり当期純利益金額
当期純利益（百万円） 20,295 19,359
普通株主に帰属しない金額（百万円） 140 100
（うち利益処分による役員賞与金（百万円）） （140） （100）
普通株式に係る当期純利益（百万円） 20,155 19,259
期中平均株式数（株） 25,131,816 24,955,681

（注）※2 新株予約権付社債等潜在株式がないため記載していない。

（重要な後発事象）
該当事項はない。
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6年間の要約連結財務データ
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単位：百万円（1株当たり情報、指標を除く）

1998年度 1999年度 2000年度 2001年度 2002年度 2003年度

事業年度：
売上高 ¥   330,975 ¥   328,013 ¥   352,409 ¥   358,682 ¥   336,299 ¥   328,374
売上原価 210,925 203,862 207,743 218,888 215,180 217,844
営業利益 48,981 54,350 67,302 63,573 47,406 35,937
当期純利益 25,920 34,002 36,008 34,648 20,295 19,359
事業年度末：
総資産 ¥   316,758 ¥   364,895 ¥   410,041 ¥   443,798 ¥   476,634 ¥   513,429
株主資本 209,238 253,912 291,501 323,319 327,116 354,046
1株当たり情報（円）:
当期純利益*1 ¥  1,022.28 ¥  1,341.04 ¥  1,419.96 ¥  1,366.34 ¥     801.99 ¥     771.74
配当金*2 70.00 80.00 120.00 120.00 120.00 120.00
株主資本 16,504.41 20,025.50 11,495.33 12,750.14 13,102.25 14,183.02
指標（%）：
営業利益率 14.8 16.6 19.1 17.7 14.1 10.9
ROA*3 7.9 10.0 9.3 8.1 4.4 3.9
ROE*4 13.1 14.7 13.2 11.3 6.2 5.7
配当性向 7.2 6.3 8.9 9.4 15.4 18.6
注： *1 1998年度及び1999年度は、株式分割後を考慮して算出

*2 1998年度から2001年度までは、特別配当70円、2002年度は会社設立50周年記念配当70円を、2003年度は新本社移転記念配当70円をそれぞれ含む
*3 当期純利益/（期首総資産＋期末総資産）÷2×100で算出
*4 当期純利益 /（期首株主資本＋期末株主資本）÷2×100で算出

株価の推移
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日本テレビグループ

衛星放送
• 株式会社BS日本
• 株式会社シーエス日本

その他の事業

ビルマネジメント事業・物販・飲食
• 株式会社日本テレビサービス*
• 株式会社日本テレビワーク24*

プロサッカーチームの運営
• 株式会社日本テレビフットボールクラブ*

展覧会グッズ類の制作・販売
• 株式会社アートよみうり

インターネット・ブロードバンド
• 株式会社フォアキャスト・コミュニケーションズ*
• 株式会社ビーバット

その他
• 汐留アーバンエネルギー株式会社
• アジア・ワン株式会社
• 株式会社アール・エフ・ラジオ日本

文化事業

音楽著作権管理
• 日本テレビ音楽株式会社*
• 株式会社ライツ・イン

録音録画物制作販売
• 株式会社バップ*
• 株式会社バリウス東京

美術展の企画及び運営
• 株式会社マンマユート団

テレビ放送事業

番組制作
• 株式会社エヌ・ティー・ビー映像センター*
• 株式会社日本テレビビデオ*
• 株式会社日本テレビエンタープライズ*
• 株式会社日本テレビアート*
• NTV America Company （米国）*
• NTV International Corporation （米国）*
• Nippon Television Network Europe B. V.
• 株式会社日本テレビ人材センター
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*連結子会社

• 西日本映像株式会社
• 株式会社長崎ビジョン
• 株式会社鹿児島ビジョン
• 株式会社金沢映像センター
• 株式会社長野映像センター
• 株式会社コスモ・スペース
• 株式会社プロメディア新潟
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NTVインターナショナル 

ニューヨーク支局 

ワシントン支局 

ロサンゼルス支局 

ロンドン支局 

パリ支局 

モスクワ支局 

ソウル支局 中国総局 

カイロ支局 

上海支局 

バンコク支局 

NTVヨーロッパ 
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日本テレビグローバルネットワーク

大阪
YTV

札幌
STV

青森
RAB

秋田 
ABS

山形
YBC

新潟
TeNY

郡山
FCT

東京
NTV甲府

YBS

松本
TSB

静岡
SDT

名古屋
CTV

福岡
FBS

NKT

盛岡
TVI

仙台
MMT

富山 
KNB

広島
HTV周南

KRY

松山
RNB 高知

RKC
徳島
JRT

大分
TOS

長崎
NIB

福井
FBC

熊本 
KKT

宮崎
UMK鹿児島

KYT

岡山

金沢
KTK

高松 

松江 
鳥取 

RNC

国内ネットワーク局

NTV海外支社
NNN海外支局
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監査役会

関西支社

PR局

コンテンツ事業局

編成本部

報道局

技術統括局

取締役会

業務監査委員会

執行役員会

番組審議会

＜報道国内支局＞

横浜支局

千葉支局

さいたま支局

那覇支局

＜海外支局＞

ロンドン支局 （NNN）

パリ支局 （NNN）

モスクワ支局 （NNN）

カイロ支局 （NNN）

中国総局 （NNN）

上海支局 （NNN）

ソウル支局 （NNN）

バンコク支局 （NNN）
. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .

ニューヨーク支局 （NNN）

ワシントン支局 （NNN）

ロサンゼルス支局 （NNN）

メディア戦略局

コンプライアンス推進室

人事局

事業局

営業局

総務局

IT推進室

経理局

経営戦略局

報道審査委員会

解説委員会
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日本テレビ診療所

制作推進部

業務部

NNN事務局

業務部

制作センター
情報センター
スポーツセンター

編成センター

日本テレビの組織体系

秘書部

総合広報部

グループ戦略部

国際戦略部

日テレ・エコ事務局

メディア戦略部

ネットワーク戦略部

NNS事務局

法務部

考査部

審査部

視聴者センター部

人事部

労務部

総務部

ファシリティ推進部

経理部

財務部

管財部

イベント事業部

ビジネス事業部

事業推進部

24時間テレビ事務局

ネット営業部

スポット営業部

首都圏営業部

メディア営業部

営業推進部

営業企画部

CM部

名古屋支局

宣伝部

日テレ・イベント事務局

コンテンツ事業推進部

マルチユース事業部

ライツ事業部

映画事業部

出版部

情報ライブラリー部

業務部

CP班グループ
ドラマ制作部

編成部

編成企画部

マーケティング部

アナウンス部

政治部

経済部

社会部

外報部

映像取材部

ニュース編集部

報道番組部

ニュース制作部

報道国内支局
海外支局

コンテンツ技術部

放送実施部

回線運用部

技術計画部

技術開発部

技術推進部



Past...Present...And
~Channel 4...The Viewers’ Choice~

1 2

1953年、日本テレビは、民放として初めて放送事業を開始しま
した。2003年度は開局50年を迎えるとともに、地上デジタル放送の
開始、汐留新社屋での放送事業の本格的なスタートなど、大きな変革

の年であり、新たなスタートの年となりました。

こうした躍進を支える日本テレビの戦略面での強みを、4チャン
ネルにちなんで4つの側面から紹介させていただきます。

Invaluable Human Resources

see page 05
人材価

値

戦略執行能力

Bold Strategy Execution
see page 06

会社概要（2004年7月1日現在）

商号： 日本テレビ放送網株式会社
〒105-7444 東京都港区東新橋1-6-1
Tel：03-6215-1111

設立登記： 1952年10月28日

放送開始： 1953年8月28日

社員数： 1,304人

株式の状況
発行する株式の総数： 50,000,000株
発行済株式総数： 25,364,548株
資本金： 185億7,599万7,144円

株式上場： 東京証券取引所 市場第一部（銘柄コード 9404）

名義書換代理人： 中央三井信託銀行株式会社
〒105-0014　東京都港区芝3-33-1

見通しに関する注意事項

このアニュアルレポートに掲載されている記述には、当社および関係会社の将来についての記述が含まれています。これらの記
述は過去の事実ではなく、当社が現時点で把握可能な情報から判断した前提・見通し・計画に基づく予測が含まれています。
そのため、当社を取り巻く経済情勢、市場の動向、為替の変動等に関わるリスクや不確定要因により、実際の業績が記載の
予想数値と異なる可能性があることをご承知おきください。
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取締役および監査役（2004年7月1日現在）

代表取締役 会長 氏家 齊一郎

代表取締役 社長 間部 耕　

代表取締役 副社長 萩原 敏雄

取締役 業務監査・報酬委員長 原 章
取締役 専務執行役員 細川 知正
取締役 常務執行役員 久保 伸太郎
取締役 常務執行役員 舛方 勝宏
取締役 執行役員 山根 義紘
取締役 執行役員 島田 洋一
取締役 執行役員 黒崎 忠男
取締役 正力 亨
取締役 渡　 恒雄
取締役 平岩 外四
取締役 山口 信夫

常勤監査役 横江川 欣也
監査役 瀬島 龍三
監査役 土井 共成
監査役 水上 健也
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